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研究成果の概要（和文）：本研究の目的は、日本を対象として、若年層の経済状態とその地域差について現状を
把握し、若年層の経済状態やそれ以外の要因が出生率にどう影響しているかを定量的に分析したうえで、少子化
対策として有効な政策を提示することである。
分析の結果、若年層における所得格差の程度・低所得層の割合は地方ほど高い傾向が見られることが分かった。
また、出生率に対して、若年人口の割合・女性の未婚率・核家族世帯割合などの要因が影響しており、総じて都
市化が進んだ地域ほど出生率が低いことを示した。これらの結果から、結婚の増加や若年層に対する出産・育児
支援などの対策が、少子化に対して有効であると考えられる。

研究成果の概要（英文）：In this research, we investigate the economic situation of young people and 
their regional differences, estimate how their situation and other factors affect their birth rate, 
and present effective measures against declining birth rate in Japan.
From our analysis, we found that the degree of income inequality among young people and the 
proportion of young and low income households tended to be higher for the rural areas. On the other 
hand, we showed that the birth rates of each area are affected by the proportion of young 
population, the female unmarried rate, and the nuclear family households ratio, and other factors. 
Moreover, the birth rates are clearly low in urbanized areas. From these result, we concluded that 
the measures such as increasing marriage and childcare support for young people could contribute to 
improvement of the birth rate in Japan.

研究分野： 計量経済学

キーワード： 所得分布　少子化　計量経済学
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１．研究開始当初の背景 
少子化に対する政策は日本経済の長期的

な成長を促進する上で、極めて重要な課題で
ある。しかし、現状では、政策や政策案の効
果について、定量的な分析が十分に行われて
いるとはいえない。 
その最大の要因は、分析のもととなるデー

タが圧倒的に少ないことにある。特に問題と
なるのが、若年層の経済状態に関するデータ
の不足である。若年層の経済状態を把握する
場合、「家計調査」と「全国消費実態調査」
が主要なデータとなる。しかし、いずれの調
査でも若年層の平均所得・所得格差・貧困世
帯の割合等の詳細なデータは、日本全体を対
象とするもののみ提供され、地域別には提供
されない。また、「全国消費実態調査」は 5
年ごとのデータしかなく、「家計調査」は地
域区分が大きいといった制約もある。 
したがって、これらのデータのみで若年層

の経済状態を把握し、その少子化との関連に
ついて定量的な分析を行うことは不可能で
ある。 
研究代表者は、年齢と所得の二つの度数分

布表から年齢別の所得分布を求める方法を
構築した。この方法により、地域別の年齢と
所得の各度数分布表を用いて、地域ごとに若
年層の所得分布を推定し、各地域における若
年層の平均所得・所得格差・貧困世帯の割合
等を求めることが可能となる。 
以上より、各地域における若年層の所得の

状況が明らかとなることで、少子化の要因に
ついて、新しい知見が得られると考えた。 
 
２．研究の目的 
(1) 若年世帯の経済状況の現状分析 
全国の経済圏別に若年層の所得分布を推

定し、それらの平均値、不平等度および低所
得層の世帯割合などを求め、若年世帯の経済
状況の現状について調べる。 
 
(2) 少子化の要因についての定量分析 
公的統計から得られるデータと、(1)で求

めた若年層の所得に関するデータを用いて、
出生に影響を及ぼす要因を明らかにする。 
 
(3) 出生の増加に寄与しうる政策の提示 
(2)の分析結果に基づいて、地域の特性に

よって効果的な施策が異なる可能性も想定
し、出生の増加に寄与する政策を提示する。 
 
３．研究の方法 
(1) 各地域における若年層の所得分布の推
定 
  各地域の年齢の度数分布表と所得の度数
分布表から、若年層の所得分布を地域別に推
定する。初めに、年齢と所得の同時分布を推
定し、その後、推定した同時分布から若年層
の所得分布を求める。 
同時分布の推定では、研究代表者が構築し

た GMM（一般化モーメント法）に基づく手法

を用いる（福井 2015）。この方法では、初め
に同時分布の密度（同時密度）について何ら
かの関数形すなわちモデルを仮定し、その後、
度数分布表の度数・階級平均・条件付き平均
について、実際の値とモデルから計算した値
との差が最も小さくなるようにモデルパラ
メータを決定する。 
 
(2) GPU の導入による計算効率の向上 
(1)の推定における計算効率を向上させる

ため、GPU（画像処理装置）による並列計算
の導入を試みる。 
上記の推定の中で、単積分および二重積分

を何度も解かなければならない。これらの積
分は数値的に解く（数値積分）必要がある。
ただし、数値積分の計算に時間がかかること
から、推定には多大な計算時間を要すること
になる。本研究では、複数の地域を対象に若
年層の所得分布を推定するため、計算時間の
短縮は、分析の実現に不可欠である。そこで、
近年様々な分野で活用されているGPUによる
並列計算を数値積分の計算に導入し、推定に
おける計算効率の向上を試みる。 
 
(3) 出生の要因についてのクロスセクショ
ン分析 
若年層の所得の状況に加えて、教育・労

働・住環境・生活スタイルといった要因が出
生に対してどう影響するかについて、国内諸
地域を対象にクロスセクション分析を行う。 
若年層の所得の状況として、平均所得・所

得格差・貧困世帯の割合を(1)で推定した若
年層の所得分布から計算する。また、教育・
労働・住環境などについてのデータを公的統
計から求める。これらのデータを説明変数、
出生数または出生率を被説明変数として、回
帰分析を行い、それぞれの要因が出生に与え
る度合いについて定量的に分析する。 
 
４．研究成果 
(1) 鹿児島県内諸地域を対象とする年齢階
層別所得分布の推定 
鹿児島県内の諸地域を対象に、各地域にお

ける若年層と高齢層の所得がどのような状
況であるかについて、定量的な分析を行った。
この分析では、「平成21年全国消費実態調査」
における鹿児島県内 5経済圏（鹿児島・南薩
地域、北薩地域、姶良・伊佐地域、大隅地域、
および、熊毛・大島地域の 5地域）を対象と
している。 
これまでの研究で構築した手法を使い、鹿

児島県各経済圏における年齢と所得の同時
分布を推定し、年齢階層別の所得分布を求め
た。推定のもととなるデータとして、「平成
21 年全国消費実態調査」の世帯主年齢および
世帯年間収入の度数分布表を用いる。経済圏
ごとにこれらのデータを取得し、GMM に基づ
く手法により同時分布を推定する。この同時
分布を年齢と所得の同時分布とみなす。その
後、若年層（世帯主年齢が 40 差未満の世帯）



の所得分布と、高齢層（世帯主年齢が 60 歳
以上の世帯）の所得分布を、推定した同時分
布から求めた。 
推定の結果、若年層の場合、地域内の所得

格差・低所得層の割合は、地方ほど高い傾向
があるが、平均所得の地域差は明確ではなか
った。一方、高齢層では、地方ほど地域内所
得格差が大きく平均所得が低い傾向がある。 
 
(2) 九州・沖縄を対象とした出生要因の分析 
九州・沖縄を対象に、出生数に影響を与え

る要因について計量分析を行った。 
初めに、「平成 21 年全国消費実態調査」に

おける九州・沖縄の各経済圏を対象に、(1)
と同様に年齢階層別所得分布を推定した。こ
れにより、若年層の所得分布を経済圏別に求
め、各経済圏の若年層の平均所得および低所
得世帯の割合を計算した。 
その後、若年層の平均所得と低所得世帯の

割合・経済規模・失業率を説明変数、出生数
を被説明変数として、九州・沖縄の各経済圏
を対象とするクロスセクション分析を行い、
これら地域で出生数に影響を与える要因に
ついて分析を試みた。 
分析の結果、出生数に対して、経済規模が

正の影響を、若年層の所得水準が負の影響を
それぞれもたらすことが明らかとなった。ま
た、九州の各地域と比較すると、沖縄では出
生率が著しく高い傾向があり、沖縄県の各経
済圏の観測値が外れ値である可能性がある。
そこで、九州のみを対象に分析した結果、経
済規模だけが出生数に正の影響を及ぼすこ
とが分かった。 
この分析では、九州・沖縄の経済圏のみが

対象であるために標本が小さく、推定の精度
は十分に高いといえない。また、説明変数の
設定に際して、多重共線性を回避するために
いくつかの説明変数を除いており、出生に影
響しうる要因を網羅できていない。出生の要
因を正確に捉えるためには、これらの問題の
解決が不可欠である。 
 
(3) GPU の導入による数値積分の効率化 
GPU の導入による数値積分の効率化につい

て考察した。また、この効率化により、年齢
階層別所得分布のGMM推定にかかる計算時間
がどの程度短縮されるかを示した。 
(1)および(2)の分析では、GMM に基づく方

法で年齢階層別所得分布の推定を試みてい
る。ただし、その推定では、数値積分を何度
も実行しなければならない。特に、二重積分
の数値積分には多くの計算が要求され、GMM
推定の計算における大きなボトルネックと
なっている。 
そこで、数値積分の計算に対して、GPU に

よる並列計算の導入を考察し、CUDA C/C++に
よる実装を行った。数値積分として広く用い
られているガウス求積法は、関数の定義域を
格子化し、格子点ごとに関数の値を求め、そ
の加重和を数値積分として計算する。この計

算の中で、格子点ごとに関数の値を求める部
分については、複数の格子点をまとめて並列
に計算することができる。そこで、この計算
部分においてGPUによる並列計算を導入する
ために、CUDA C/C++による実装を行った。CUDA 
C/C++は、NVIDIA 社製 GPU を用いて計算を行
うために、同社が C/C++を拡張したプログラ
ミング言語である。 
以上の方法により数値積分を並列化した

場合のGMM推定について効率化の程度を検証
し、計算時間の大幅な短縮が期待できること
が分かった。1回のGMM推定にかかる時間は、
並列化を行わない場合 40 分程度だったが、
GPUによる並列化を導入することで約20秒に
短縮することができた。「平成 21 年全国消費
実態調査」では、国内に 197 の経済圏が含ま
れる。これら全経済圏について年齢階層別所
得分布を推定する場合、数値積分の並列化を
行わないならば、およそ 197 経済圏×40分＝
5.47 日が必要であった。しかし、並列計算の
導入により、その推定時間は 197 経済圏×20
秒＝1.09 時間となる。したがって、経済圏ご
との年齢階層別所得分布の推定に際して、
GPU による並列計算の導入は大幅な効率化を
もたらすことになる。 
 
(4) 出生率の要因について国内諸地域を対
象とするクロスセクション分析 
国内諸地域を対象に、出生率の要因につい

て計量分析を行った。この分析では、「平成
21 年全国消費実態調査」における全国 197 経
済圏を対象とする。 
先行研究に基づき、出生率の説明要因を設

定し、各種公的統計からそれら要因について
経済圏別のデータを取得する。樋口他（2007）
などの先行研究より、若年世帯の所得水準と
ライフスタイル・住宅環境・子育て環境・景
気動向などの要因が出生率に影響すると考
えられる。(3)で実装した推定方法を使い、
全国197経済圏について若年層の所得分布を
推定し、平均所得・所得格差・低所得層の割
合を経済圏ごとに求める。これを若年世帯の
所得水準のデータとする。また、それ以外の
要因については、「国勢調査」、「学校基本調
査」、「経済センサス」等の公的統計から関連
するデータを取得し、経済圏別に集計する。 
以上で設定した要因を説明変数、出生率を

被説明変数として、取得したデータをもとに
回帰分析を行った。その結果、若年人口の割
合・核家族世帯割合・夫婦とも就業世帯割合
は出生率に正の影響をもたらし、女性の未婚
率・男性の大学進学率は出生率に負の影響を
もたらすことが分かった。ただし、都市部と
地方とでは親世帯からの子育て支援の程度
が違うために、核家族世帯割合および夫婦と
も就業世帯割合が出生率に与える影響は、都
市部と地方とで異なっている可能性がある。 
出生率の要因についてより詳細に分析す

るために、主成分回帰を試みた。主成分回帰
は、説明変数に対して主成分得点を求め、そ



の主成分得点を説明変数として回帰分析を
行う手法である。主成分回帰を用いることで、
説明変数間は互いに無相関となるため、(2)
で指摘した多重共線性を回避することがで
きる。さらに、これらの主成分得点は地域特
性を表すことから、出生率に対する地域特性
の影響を捉えることも可能となる。 
主成分回帰の結果、都市化の程度、若年

中・高所得層の割合、高齢層の経済状態など
の地域特性が出生率に影響していることが
明らかとなった。特に、都市化の進展は出生
率に対して強い負の影響を与えており、出生
率の変動の約 65%を都市化の程度が説明して
いる。 
以上の結論より、都市化が進んだ状況でも

出生率の上昇に寄与しうる対策を考えるこ
とが重要といえる。本研究の結果から、結婚
の増加や出産・育児への支援といった対策は、
都市部においても出生率を向上させること
が期待される。 
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